2012年「経済センサス―活動調査」の調査結果の精度について by 山田 茂

















調査にも相当な影響を及ぼしていると考えられる。本稿では 2012 年 2 月 1
日を基準日として実施された「経済センサス―活動調査」結果のうち従業者
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れている。全業種共通の調査票（両面印刷）の全項目に記入する必要がある














 1） 1996 年調査以降の名称。1991 年以前の調査の名称は「事業所統計調査」。
 2） 山田（2003a）・山田（2003b）・山田（2006）・山田（2008）・山田（2012）・山田（2013）。









 6） 5 年周期の中間年の 1999 年と 2004 年に簡易調査が実施されている。
 7） 1981 年調査・1986 年調査・1991 年調査・1999 年調査の基準日は 7 月 1 日，
1996 年調査・2001 年調査・2006 年調査の基準日は 10 月 1 日，2004 年調査の
基準日は 6月 1日であった。
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 15） 千葉県柏市では①の方式で使用される調査票の事業所への配布期間は 1月 20
日から 31 日，回収期間は 2月 1日以降 15 日までと計画されていた。他の地域
でもほぼ同様であったと推測される。千葉県柏市（2012）ただし，この実地調
査の期間において一部の地域では大雪に見舞われた。信濃毎日新聞社（2012）
 16） 2012 年「経済センサス―活動調査」が把握した「事業内容等不詳の事業所」を
除く民営事業所約 545 万ヶ所のうち産業共通調査票の第 1面の項目だけの記入
でよい事業所（2009 年調査の時点から存続している支所である事業所）は，約
118 万ヶ所であった。
 17） 2009 年「経済センサス―基礎調査」から得られた事業所・企業名簿は，毎月勤
#01　山田茂　3校.indd   4 2014/06/23   9:41:46




























#01　山田茂　3校.indd   5 2014/06/23   9:41:47










#01　山田茂　3校.indd   6 2014/06/23   9:41:47

















し，2012 年「経済センサス―活動調査」では 2009 年「経済センサス―基礎
表 2－ 2　支所・支社・支店の比率 1）
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れる）。このほかに国・地方公共団体が設けた事業所 10）（図 2－ 1では省略，
2012 年「経済センサス―活動調査」では対象外）が存在する。なお，「事業
内容等不詳」の事業所は民営の事業所にだけ発生している。
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 3） 各年次の「事業所・企業統計調査」・2009 年「経済センサス―基礎調査」2012 年「経
済センサス―活動調査」における「支所・支社・支店」の規定は「他の場所に
ある本所（本社・本店）の統括を受けている事業所」となっている。
 4） 「派遣・下請従業者のみの事業所」は 2001 年には約 6千か所，2004 年には約 7
千か所，2006 年には約 6千か所，2009 年には約 1.5 万か所であった。









 9） 調査員の観察による事業所の外観の類型に関する項目は，2006 年調査まで設け
られていた。山田（2012）参照。
 10） 独立行政法人が設けた事業所は，2006 年調査以降民営事業所に含まれている。





所の状況をみてみよう。図 2－ 1 に関連して触れたように，2001 年以降に
実施された「事業所・企業統計調査」「経済センサス―基礎調査」「同－活動
#01　山田茂　3校.indd   12 2014/06/23   9:41:51












調査」における地域別発生状況をみてみよう。表 3－ 2 には民営事業所の
総数に対する発生率が高い上位 18 都府県・政令指定都市（発生率 6％以上）
を示した。2009 年調査と比べて大半の都府県市において発生率は上昇して
おり，低下している場合もごく小幅である。
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表 3－ 3　「事業内容等不詳」の事業所が高率の区町村
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を動員しなければならないという問題もある。表 3－ 3に示した地域の約半
数では 1 km2 当たりの民営事業所数が 1,000 か所を超えている 4）。
　つぎに 2012 年「経済センサス―活動調査」において実地調査が最も困難
であったと考えられる大都市の状況を小地域に細分して検討してみてみよ
う。表 3－ 4・表 3－ 5 は，東京都および政令指定都市において把握された
事業所数（「事業内容等不詳」の事業所を除く）が 2012 年または 2009 年か

















1万か所を超え，2009 年「経済センサス―基礎調査」の約 8.6 万か所（民営
事業所総数の約 1.5％に相当）まで概ね増加傾向であった。2012 年「経済セ
ンサス―活動調査」ではやや減少して約 6.0 万か所（同約 1.1％に相当）と
なっ た。
　この「開設時期不詳」項目の 2012 年「経済センサス―活動調査」におけ
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表 3－ 4　事業所数が 100 以上減少した町丁と所在行政区の事業所数の変動（東京都）
#01　山田茂　3校.indd   17 2014/06/23   9:41:54




#01　山田茂　3校.indd   18 2014/06/23   9:41:54










年「事業所・企業統計調査」の 94 か所から 2009 年「経済センサス―基礎調
査」の約 19.3 万か所（同 16.1％）まで概ね増加傾向にあったが，2012 年「経
済センサス―活動調査」では約 14.8 万か所（同 13.1％）とやや減少した。
表 3－ 7　「事業内容など不詳」の事業所以外における「不詳」の地域別発生状況
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売・小売業」（事業所数約 5.3 万か所）」・「宿泊業，飲食サービス業」（同約 2.8
万か所）・「生活関連サービス業，娯楽業」（同約 1.8 万）・「不動産・物品賃貸」（同
約 0.8 万か所）・「建設業」（同約 0.7 万か所）が多い。このうち該当事業所数
が多い産業中分類を表 3－ 8に掲げた。サービス関連を中心とする特定の業
種において「本所の所在地不詳」の事業所が非常に多いことがわかる。
表 3－ 8　「本所 1）の所在地」の不詳率が高い支所事業所 2）の業種
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表 3－ 9　売上高などを申告の事業所 1）の比率
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　表 4－ 1 には資本金階級別に 2010 年度分の「国税庁による把握数」「法
人企業統計調査」と対比した。「国税庁による把握数」は 2010 年 4 月から





査」の母集団の企業総数は，2000 年度から 2011 年度をみる限り約 258 万社
～約262万社という比較的小さな範囲でしか変動していない 4）。したがって，
2010 年度の「国税庁による把握数」は「経済センサス―活動調査」の実施
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時期である 2012 年 2 月に実際に活動していた法人数に近いとみなしてよい
のではないかと考えられる。





る把握数」に対する比率は 1996 年の約 69％から 2006 年の約 58％まで低下
傾向にあったが，2009 年「経済センサス―基礎調査」では約 69％と 1996 年
表 4－ 1　把握企業数の資本金規模別比較
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表 4－ 6　業種別「不詳｣ 発生状況
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医療法人計 258 万 6,882 法人である。このうち企業組合・相互会社・医療法人
を除く法人数は，約 253.2 万社である。国税庁（2011）
 2） 資本金額の区分の境界値が，「以上」から「超」に変更された。
 3） 法務省「登記統計」によれば，2009 年～ 2012 年における年間設立登記数は株
式会社では 8万社前後，合同会社では 0.6 万社～ 1.1 万社，その他の会社では
数百社程度である。法務省（2013）また，この時期の倒産企業および休廃業・
解散企業数は，年間 4万社前後と推定される。東京商工リサーチ（2013）
 4） 「会社標本調査」の対象期間は，2006 年にそれ以前の「2月～翌年 1月」から「4
月～翌年 3月」へ変更されたが，この変更による把握された企業総数の相違は
約 400 社にすぎなかった。
 5） 国税庁（2013）によれば，2011 年度についての法人による消費税の納税申告件
数（2012 年 5 月までの申告）は，186 万 6,702 件となっている。期限までに消
費税の納税申告を行わなかった法人を含めると，2011 年度にはこれ以上の数の
法人が活動していたと考えられる。2011 暦年にはこのほかに個人事業者による
消費税の納税申告件数が 119 万 9,365 件記録されている。
 6） 「法人企業統計調査」の対象企業名簿に登録されている企業数を指す。
 7） 2012 年 3 月 31 日を基準日として実施された「経済産業省企業活動基本調査」
の対象企業数（資本金または出資金 3,000 万円以上，非正規従業員を含む従業






 10） 東京商工リサーチ社は信用情報を提供できる全国の個別企業数を 2012 年 4 月
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　以下のうちインターネット・サイトに収録されている文書は，2014 年 3 月に収録を
確認したものであり，そのうち新聞記事は日本経済新聞デジタルメディア社「日経テ
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